
平成２６年度防災関連事業計画について（ハード事業） 

 

１．治水対策事業 

■雨水ポンプ場整備事業               予算額 １，６３９，０００千円 

平成２７年度の供用開始を目指し、芳野ポンプ場の整備を行う。 

芳野ポンプ場：流入渠、沈砂池及びポンプ棟の整備並びにポンプ設備、機械設備及び電

気設備の製作    

区 分 排水量 エンジン 電動ポンプ 

計画排水量 Ｑ＝9.09 ㎥／Ｓ φ1200 ㎜×3台 φ400 ㎜×2台 

第１期事業 Ｑ＝6.22 ㎥／Ｓ φ1200 ㎜×2台 φ400 ㎜×2台 

 

■雨水ポンプ場改築事業               予算額   ９２，８４３千円 

ポンプ場の耐震化に向けた事業を行う。 

  堀江ポンプ場 ：更新及び耐震補強工事   事業費 １８，３４３千円 

豊田川ポンプ場：実施設計         事業費 ７４，５００千円 

 

■幹線管渠整備事業                 予算額   ２２８，０００千円 

区 分 計画延長 25 年度末 26 年度 27 年度以降 

二ツ杁排水
区 

□1.6ｍ×1.6ｍ ほか 
Ｌ＝約 590ｍ 

Ｌ＝450ｍ Ｌ＝140ｍ  

下之郷第三
排水区 

□0.8m～φ1.35m 
Ｌ＝約 655ｍ 

Ｌ＝120ｍ Ｌ＝130ｍ Ｌ＝405ｍ 

 

 ■雨水貯留施設設置事業               予算額    ９，０００千円 
新川流域水害対策計画（４７計画・河川分）により雨水貯留施設を全体で「１９，２００

㎥」実施するにあたり、小場塚排水区の上新公園に雨水貯留施設工事のための詳細設計を行

う。 

  【４７計画・河川分の実績】 

計画量 

① 

実施済み 

② 

未整備量  

①－② 

進捗率  

②／① 

19,200 ㎥ 14,130 ㎥ 5,070 ㎥ 73.59％

 

区 分 地 区 形態 容量 

し尿処理場施設内調整池 新川 オープン調整池 5,085 ㎥

清洲インターチェンジ部調整池 清洲 オープン調整池 4,127 ㎥

中沼１０１号 春日 地下貯留 940 ㎥

名高速高架下調整池 西枇杷島 地下貯留 835 ㎥

助七公園貯留地 新川 地下貯留 293 ㎥

夢の森保育園 春日 オープン調整池 200 ㎥

ネギヤ保育園 春日 オープン調整池 150 ㎥

清洲城広場 清洲 地下貯留 2,500 ㎥

 

２．公共施設の耐震化事業 

 ■新川小橋整備費                   予算額  ７２，７００千円 

新川小橋（車道橋１橋、歩道橋２橋）について、耐震補強及び補修工事を行う。 

【施設概要】 所在地／須ケ口  延長／72.9ｍ   

構造／コンクリート橋  架設年度／昭和 38 年 

【改修内容】 

橋梁改修工事 

・耐震補強工  落橋防止（PC ケーブル） 支障補強（沓座拡幅、支承防錆） 

・補修工    舗装、防護柵修繕 

 

３．避難所関連事業 

■屋内運動場非構造部材耐震化事業          予算額  ３５０，７００千円 

  避難施設でもある市内小中学校の屋内運動場の、天井や照明器具などの非構造部材 

 の耐震化を進めるため、施設の改修工事を行う。 

小学校  古城小学校・清洲東小学校・新川小学校・星の宮小学校 

中学校  新川中学校・春日中学校 

 

 ■校舎構造体耐久性調査業務             予算額   １２，８６５千円 

  築年数の古い校舎の構造体耐久性調査を行う。 

  小学校  西枇杷島小学校・清洲小学校・新川小学校 

  中学校  西枇杷島中学校・清洲中学校・新川中学校 

 

平成２６年度防災関連事業計画について（ソフト事業） 

 

１．自主防災組織強化事業 

 ■自主防災活動支援費                予算額    ８，８４４千円 

自主防災会のブロック化を推進し組織力を強化するため、自主防災会への支援を実施する。 

 ⑴防災資機材購入補助(ハード事業) 

  資機材購入費用×４／５、補助限度額４０万円 

⑵自主防災組織活性化事業（ソフト事業） 

 地域ハザードマップ作成等費用×１０／１０、補助限度額１０万円 

⑶消火器等の購入補助 

 新設･老朽化による買換え等の費用×１０／１０、全額補助 

 

２．防災訓練 

 ■総合防災訓練（９月６日）             予算額    １，０７５千円 

会  場 庄内川水防センター周辺 

訓練内容 被害状況収集訓練、倒壊家屋救出訓練、救護所設置訓練、給水訓練、炊き出し

訓練等 

参加機関 広域消防署、市消防団、防災協力会、自衛隊、赤十字奉仕団、自主防災会等、 

 ■自主防災訓練 

  安心して暮らせる事業  ２００円×世帯数 
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３．地域防災リーダー養成講座 

 ■委託料                     予算額       ２１６千円 

  災害の被害を最小限にくい止め、地域防災力を向上させるため、地域防災リーダーとして

養成する。地域の自主防災活動を通じて、防災・減災対策活動（危険箇所の把握等）を行っ

ていただき、特に災害時には、避難所の運営に率先して携わっていただく人材を養成するこ

とを目的とする。 

  開催日時 第１回 平成２６年４月２７日（日）午前９時～正午 

        内 容 講義及びグループワーク 

            講師 レスキューストックヤード 浦野 愛 氏 

       第２回 平成２６年５月１１日（日）午前９時３０分～１１時３０分 

        内 容 講演会（防災講演会を兼ねる）  

            講師 名古屋工業大学 教授 前田 健一 氏 

       第３回 平成２６年７月１３日（日）午前９時～正午 

        内 容 講義及びグループワーク（避難所運営訓練〔ＨＵＧ〕） 

                       講師 レスキューストックヤード 浦野 愛 氏 

  会  場 清洲市民センター 

  参加人員 ４３名 

 

４．避難所配備用タブレット購入事業 

 ■通信運搬費・備品購入費             予算額     ２，４３４千円 

  避難所における情報収集を行うため、タブレット型端末を２３台配備する。 

 

５．耐震診断・耐震改修事業 

 ■耐震改修促進計画策定費             予算額     ６，６４６千円 

  清須市耐震改修促進計画は、平成２０年度に策定されており、計画期間は平成２０年度か

ら平成２７年度までの８年間となっているが、社会情勢の変化や計画の実施状況に適切に対

応するため、概ね３年を目安として定期的に検証を行い、必要に応じて施策の見直しなど計

画の修正を行うこととなっている。今回、平成２５年５月に耐震改修促進法が改正されたこ

とで、特定建築物の耐震診断等が義務化され、特定建築物を確定させる必要があるため、新

たに計画を策定する。 

 

 ■民間木造住宅耐震診断費             予算額     ２，２５０千円 

地震による家屋の倒壊等の被害を軽減するため、昭和５６年５月３１日以前に着工された

旧基準民間木造住宅の無料耐震診断を実施する。 

計画戸数 ４８戸 

   診断内容 現地調査、一般的補強アドバイスと改修工事を行うときの目安となる工事 

費の説明 

 

 ■民間木造住宅耐震改修費             予算額    １５，０００千円 

地震による家屋の倒壊等の被害を軽減するため、昭和５６年５月３１日以前に着工された

旧基準民間木造住宅の耐震化を支援する。 

   計画戸数  １５戸 

補助対象  判定値が１．０未満⇒１．０以上となる耐震改修工事等 

補助金    １００万円（身体障害者手帳の１・２級又は療育手帳のＡ種の方が世帯に 

いる場合は１３０万円） 

 ■民間非木造住宅耐震診断補助金           予算額    １，４００千円 

地震による家屋の倒壊等の被害を軽減するため、昭和５６年５月３１日以前に着工された

戸建て、併用住宅、共同住宅の非木造住宅耐震診断を支援する。 

○一戸建て住宅 

補助対象経費 耐震診断に要する経費 

補助金交付額 対象経費の２／３以内（限度額８万６千円） 

○戸建て以外の住宅 

補助対象経費 ①耐震診断に要する経費      

②延べ面積に応じて算出した額（詳細※印） 

補助金交付額 対象経費の２／３以内（限度額１２０万円／棟） 

※1,000 ㎡以内⇒×2,000 円 1,000 ㎡超～2,000 ㎡以内⇒×1,500 円 2,000 ㎡超⇒

1,000 円 

 

 

■住宅耐震改修相談会                予算額       ４８千円 

愛知建築士会会員を相談員として、耐震改修に関する相談会を開催する。 

日時：１０月１０日（金）午前１０時～午後５時 

会場：市役所本庁舎相談室 

 

■耐震シェルター・防災ベッド購入補助        予算額    １，５００千円 

 木造住宅の１階に安全な空間を確保するために設置する、耐震シェルター・防災ベッ

ドの設置費用を補助する。 

 ○耐震シェルター・・補助限度額３０万円×３件 

 ○防災ベッド  ・・補助限度額３０万円×２件 

※補助対象等の詳細は、愛知県の補助要綱等を参考とする 

 

６．備蓄物資の整備 

 ■備蓄食料購入費                  予算額    ２，１６０千円 

  ○アルファ米・・１，０００食 

  ○クラッカー・・６，０００食 

  ○粉ミルク ・・４８０回分 

 

７．危機管理体制強化事業               予算額    ４，６３０千円 

 危機管理や災害応急対応のスペシャリストである自衛隊ＯＢを、引き続き雇用する。 

○勤務体制 週４日（３１時間） 

○主な業務 災害発生時・・災害対策本部の運営（自衛隊関係機関との連絡調整業務） 

危 機 管 理・・危機管理体制の見直し｛地域防災計画、ＢＣＰ（業務継続計画）｝ 

災 害 対 処・・自主防災組織活性化業務（自主防災訓練指導など） 

 

８．東日本大震災被災自治体の支援 

 福島県広野町への職員派遣を継続〔３年目・１年間〕 

 宮城県東松島市への職員派遣（新規事業・１年間） 
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